
教育の基礎的理解に関する科目　　中学校、高等学校
教育職員免許法施行規則に定める科目 科目

コード 本学での開講科目 授業
形態

単位数 中
免

高
免 備考通信 面接

教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム学校運営への対応を含む。） 0111 教職概論 ※ 講義 2 ◎ ◎

教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想 5001 教育学概論 ※ 講義 2 ◎ ◎

教育に関する社会的、制度的又は経営的事項
（学校と地域との連携及び学校安全への対応を含む。）

5003 教育社会学 ※ 講義 2 ◎ ◎

5015 人権教育論 △ 講義 2 ◎ ◎

幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程 5002 教育心理学 △ 講義 2 ◎ ◎

特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解 5025 特別支援教育理論 △ 講義 2 ◎ ◎

教育課程の意義及び編集の方法（カリキュラム・マネジメントを含む。） 5026 教育課程総論 △ 講義 2 ◎ ◎

道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目
道徳の理論及び指導法 5012 道徳指導法 △ 講義 2 ◎ ＊

総合的な学習の時間の指導法 5027 総合的な学習の時間の指導法 講義 2 ◎ ◎

特別活動の指導法 5004 特別活動指導法 ※ 講義 2 ◎ ◎

教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。） 5005 教育方法論 ※ 講義 2 ◎ ◎

生徒指導の理論及び方法
5006 生徒指導と進路指導論 ※ 講義 2 ◎ ◎

進路指導及びキャリア教育の理論及び方法

教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の理論及び方法 5007 教育相談 △ 講義 2 ◎ ◎

教育実践に関する科目

教育実習（履修には正科生への登録が必要です。）
※本学卒業生（通学課程含む）のみを受講対象としています。

5008 教育実習Ⅰ（指導）（注1） 実習 1 ◎ ◎ 2日12,000円

5013 教育実習Ⅱ（注1） 実習 4 ◎ ○ 3週間0円〜

5014 教育実習Ⅲ（注1） 実習 2 ○ 2週間0円〜

教職実践演習（履修には正科生への登録が必要です。）
※本学卒業生（通学課程含む）のみを受講対象としています。 5022 教職実践演習（中・高）（注1） 演習 2 ◎ ◎ 3日16,000円

日本の4年制大学・短期大学を卒業した者

1. 登録資格

2. 登録上の注意事項

免許状取得に必要な単位数

※上記のほかに、教育職員免許法施行規則66条の6に規定する科目（4科目8単位）を取得する必要があります。

免許の種類 基礎資格

学士

短期大学士

学士

短期大学士

学士

短期大学士

学士

1種免許状

2種免許状

1種免許状

2種免許状

1種免許状

2種免許状

1種免許状

幼稚園教諭

小学校教諭

中学校教諭

大学において修得する最低単位数

51

31

59

37

59

35

59

教科及び教職に関する科目

高等学校教諭

6日24,000円

6日24,000円

登録期間は1年毎とし、履修登録することのできる単位数の上限を※32単位とします。
※1年間での学習時間を確保するため、単位数の上限を定めています。
　教職（教科）によっては1年間（32単位）で取得できない場合がありますが、ご了承ください。

3. 登録期間及び単位数

4. 単位の取得方法

教育職員免許法第5条別表第1を根拠に取得する場合

教育職員免許法施行規則
第66条の6に定める科目

科目コード

日本国憲法
スポーツ研究
英語Ⅰ
情報機器の操作

0102
0113
0112
0114

講義
演習
演習
演習

日本国憲法
体育
外国語コミュニケーション
情報機器の操作

単位数
本学での開講科目 授業形態

◎
◎
◎
◎

◎
◎
◎
◎

◎
◎
◎
◎

◎
◎
◎
◎

2

2

2
2

2
2
2
2

幼

免

小

免

中

免

高

免通信 面接 計
備考

幼稚園、小学校、中学校、高等学校 ◎･･･必須科目

【概算75,000円】

教育職員免許法施行規則に定める科目

教職一部履修コース

（1）履修指導
 登録手続をする前に、必ず各自が居住する都道府県教育委員会（現職の方は、勤務する学校所在地の都道府
県教育委員会）で履修指導を受け、必要な科目・単位を確認し、各自の責任で登録してください。

 教育委員会にて履修指導を受ける際は、出身大学・短期大学から「学力に関する証明書」を取り寄せて、既修得
単位・科目を明確にしたうえで、本募集要項の科目表から必要な科目・単位の履修指導を受けてください。

（2）教育実習、介護等体験
 教育実習、介護等体験、教職実践演習は本学卒業生（通学課程を含む）のみ受講対象としています。

（3）教育委員会への個人申請
 単位修得後の教育職員免許状の申請は、各自が申請（個人申請）することになります。申請にあたっては、履修
指導を受けた同一の都道府県教育委員会で行ってください。

 教育委員会へ申請する際は、本学通信教育部で修得した単位が記載された「学力に関する証明書（教員免許
申請用）」（有料）が必要です。

（4）登録科目の確認
 1）不足する単位を修得し、免許状を取得する方法（別表第1）→Ｐ61～64　別表第1の科目表参照
 2）教職経験年数を基礎に上級免許状を取得する方法（別表第3）→Ｐ65およびＰ61～64　別表第1の科目表  
参照

 3）同一校種の他教科免許を取得する方法（別表第4）→Ｐ66～67　別表第4の科目表参照
 4）教職経験年数を基礎に隣接する校種の2種免許状を取得する方法（別表第8）→Ｐ68～71　別表第8の科
目表参照

教員免許状の認定課程を有する大学・短期大学で教職課程の単位の一部を取り残したまま卒業された方が、本学で不足する単位を修得して免
許を取得する方法です。必ず都道府県教育委員会でP61～P64の科目表を基に不足する科目・単位の履修指導を受けてください。

※

通信＝レポート（P.61-P.73科目の※△は単位の修得に※…通信授業試験、△…最終課題がある科目です。）
面接＝スクーリング（１単位２日間か３日間（科目により異なる）の受講）の合格で、３月末・９月末ごとに単位が認定され
ます。（「学力に関する証明書」は単位認定後、発行可能です。）通信・面接両方に単位のある科目は両方の合格後に単
位が認定されます。備考欄に日数・費用を掲載しています。
継続履修は可能ですが、未修得の通信費用（１単位×5,000円）は再度継続（１年）毎に必要です。面接費用は受講時
の納入（請求）のため、未受講の費用は継続時には発生いたしません。また、履修（登録）はセット履修ではありません
ので、全ての科目を一度に登録する必要はありませんが、１年間で修得を希望される場合（１年間上限３２単位迄）、途
中での追加登録はしていない（履修登録は１年毎）ため、登録時に1年間分の登録をお願いします。（通信・面接併用科
目の通信のみや面接のみなど科目・単位の分割登録は出来ません。科目ごとにご登録ください。）
P.61-P.73の備考欄の【3日16,000円】などの表記は、各科目のスクーリングの日数・費用です。（スクーリング情報は
本学HP→大学→特長→通信教育の学び方→スクーリング情報ページご参照）
通信授業試験会場は大阪・東京・名古屋・博多・熊本を予定しています。（本学HPスクーリング情報ページ「通信授業試
験日程」ご参照）

注1）本学卒業生（通学課程含む）のみを受講対象としています。本学卒業生（通学課程含む）以外の方で受講を希望される場合、正科生への入学が必要です。
※高免欄に「＊」印の科目は、高校免許申請時には使用できません。
※Ｐ61～の概算には免許取得に必要な科目の通信授業料、面接授業料、テキスト代の合計を目安として掲載しています。履修する科目により金額は異なります。

【概算175,000 円】

◎･･･必須科目／○･･･選択必須科目


